	織物卸売業


販売は、平成26年後半から27年春頃までは堅調に推移していたが、27年後半からは弱含みになっている。円安を追い風に堅調に推移していた輸出についても、28年以降の円高により陰りがみられる。ただし、一部の企業では、増収増益を維持しており、輸出も増加を維持しており、企業間格差がみられる。
業界の概要

織物卸売業は、綿・スフ、絹・人絹、毛、合成繊維などの織物、ニット生地、反物などを卸売する事業所である。仕入れた既製品の織物を販売するだけでなく、受注先の注文によってデザインしたり、独自にデザイン企画を行い、自らのリスクで生産したりすることも多い。

流通経路をみると、仕入は、紡績メーカー・合繊メーカー、織物業者、同業の卸売業者から行っており、生地の織りや染色加工をする場合は、兵庫県、和歌山県、近畿外では北陸などの織物工場や染工場に外注している。織物卸売業の中には、子会社や外注先で縫製し、衣服として販売する企業もある。
販売先は、かつては、地方の問屋や大型小売店系アパレルへの卸売が多かったが、近年は、セレクトショップ、ＳＰＡ（製造小売業）系のアパレルへと販売の軸足を移す企業が多い。雑貨メーカー、手芸店への販売もある。
大阪の地位と特徴

大阪府内における「織物卸売業（室内装飾繊維品を除く）」は、470事業所で、従業者数は4,519人、年間商品販売額は5,232億円である。全国に占める割合は、それぞれ22.5％、29.3％、41.9％であり、いずれも全国第１位である（表１）。
年間商品販売額では、以下、東京都、愛知県、福井県、京都府が続いている。
府内では、大阪市中央区の船場界隈に集中的に立地している。

販売は減少傾向にあるものの一部では増加
販売数量（需要者渡量）は、26年後半から27年春頃までは増加基調で推移していた。しかし、５月から前年同月比で減少が続き、27年は前年比1.5％減となった（表２）。28年に入ってからも減少基調であり、前年比７～８％減で推移している。
府内企業の聞き取り調査からは、座布団やハンカチ等の生地を扱う企業で、27年末頃から受注が減少しており、28年４～６月期においても減少が続いている。アパレル用生地を扱う企業でも売上げは微減とのことである。また、手芸向けの生地を扱う企業では、映画のヒット等でキャラクターがプリントされた生地がヒットし26～27年に売上げが増加したが、28年はその反動で売上げが減少している。

しかし、一部では、国内での新たな販売先の確保や輸出の増加により売上増が続いている企業もみられる。こうした企業は、展示会へ積極的に出展したり、営業の際にデザイナーが同伴して顧客のニーズを的確かつ素早く反映させたりするとともに、自らのリスクで生産し、在庫を保有することによって短納期対応することを強みとしている。
輸出は減少へ
織物の輸出数量は、輸入数量を下回って推移しているものの、金額ベースでは輸出が輸入の２倍以上で推移している（表２）。安価な普及品が輸入される一方で、中高級品が輸出されている。

輸出は、24年末から円安に向かったことによって、25年以降に金額ベースでは３年連続で増加した。数量ベースでは、26年まで減少が続いたが、27年には1.4％の増加に転じた。しかし、28年に入って円高へと転換したことから、金額ベースで減少に転じ、数量ベースでも４～５月には減少となった。
ただし、国産織物は中高級品であり、価格変化に売上げが敏感に反応する訳ではなく、いかに製品の良さを伝えられるかにかかっている面もある。27年の輸出額が、円安を追い風に３割増と好調であった企業では、28年以降は円高によって勢いは落ちたものの、１割増で推移している。別の企業でも、１米ドルが100円程度であれば、多少の減速を伴いながらも、今期は増加を維持できると見込んでいる。

採算は改善
25年以降の円安や原油高局面における、綿糸・染料などの輸入原料の上昇に対して、受注価格を引き上げることができなかった企業もあれば、製品販売価格を毎年、同程度引上げることができた企業もあるなどバラつきがみられ、それによる収益格差がみられた。

このところの原油価格の低下や円高による原材料価格の低下は、収益改善につながっている。中堅規模の企業では、輸出を手がける企業も多いものの、輸出比率は概して高くない。その一方で、仕入れ・外注費は、輸入品又は輸入素材由来の製品価格の低下によって減少しており、収益にプラスに働いている。
一方で、アゾ染料に対する規制が28年４月から始まり、その対応のために製品の検査費用や時間が嵩むことが負担になっているという声も聞かれる。
設備投資は一部で積極的
自らは製造を行わないことが多いので、設備投資はあまり行われていないが、自社内でデザインを行う企業では、デザイン・配色のためにコンピュータ及びソフトウェアへの継続的な投資がみられる。また、財務や経理関係のソフトウェアの入替えを今年度実施するという企業がみられた。

一部の企業では、織機を購入して、外注先に貸与するという形態で、生産設備に投資している。また、取引先からの依頼により、メーカーを買収し子会社化するといった投資を行う動きもある。

従業員採用は堅調
中大規模の企業では、27年に５人程度採用したので28年には採用を見合わせたという企業がある一方で、28年には二桁の従業員を採用し、29年春においても同様の採用を実施予定と、雇用に積極的な企業もある。
賃上げは毎年実施している企業が多いが、28年は27年よりも引き上げ額が少ないケースが多い。
受注環境変化と取組み

自宅で子供服や上靴袋を縫製することが減少する中で、手芸店向けの販売等が減っている。それを補うために、消費者向けにインターネットでの受注を手掛ける企業もみられる。その企業における消費者への直接販売が売上げに占める割合は1割程度ではあるが、近年、伸びている分野である。海外旅行者からインターネット経由で注文が入り、宿泊先のホテルに納品するといったケースもみられるという。
販売先は、東京に立地する割合が高まっており、大阪本社のアパレルであっても東京で企画することが多くなっている。このため、当業界における人員配置においても、営業担当者やデザイナーについて東京の比重が高まっている。ある企業では、ここ数年で大阪の営業部門を減らす一方で、東京の営業部門を数十人増やしたという。ただし、染工場などの外注先が大阪周辺に多いこともあり、企業規模が比較的大きい企業でも、本社機能を東京へ移転することを考える企業はみられなかった。
28年４月に生じた熊本地震については、販売先となるアパレル業者や問屋、外注先となる染工場、縫製業者も立地していないことから、影響はほとんどないという。

今後の見通し

人口減少の下で、国内市場の緩やかな縮小は避けられない。個々の中小企業にとっては市場シェアが大きくないことから、これからも当面売上げを伸ばす余地があると考えるケースがみられる。

一方で、中長期的には国内市場での成長は困難との観点から、輸出拡大を目指し、海外展示会への出展に前向きな企業がみられる。日本製のテキスタイルは高品質であり輸出拡大の潜在力はあるが、その良さを伝えることのできる人材の育成は輸出を行う企業にとって共通の課題となっている。
アパレル製品を手掛ける企業では、途上国に外注するケースも多いが、バングラデシュで日本人７人が犠牲になった28年７月のテロにより、海外出張を中止するなど、今後の取引関係の拡大に懸念が生じている。

（町田　光弘）
表１　織物卸売業（室内装飾繊維品を除く）の概況
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全国比 全国比 全国比

大阪府 470 22.5 4,519 29.3 5,232 41.9

東京都 404 19.4 3,817 24.8 3,096 24.8

愛知県 170 8.1 1,547 10.0 1,364 10.9

福井県 113 5.4 695 4.5 483 3.9

京都府 275 13.2 1,348 8.7 414 3.3

全国 2,087 100.0 15,422 100.0 12,488 100.0

年間商品販売額 事業所数 従業者数


資料：経済産業省「平成26年　商業統計」

（注）事業所数・従業者数は平成26年7月。
年間販売額は、平成25年1～12月。
表２　織物の需要者渡量、輸出入の推移
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数量 金額 数量 金額

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

平成24年

1,380,913 -6.1 782,028 -6.0 237,139 -3.6 975,497 -8.3 93,954 -9.9

25年

1,340,009 -3.0 762,859 -2.5 250,258 5.5 944,690 -3.2 110,641 17.8

26年

1,325,400 -1.1 759,755 -0.4 256,835 2.6 974,169 3.1 118,704 7.3

27年

1,305,784 -1.5 770,602 1.4 275,205 7.2 947,790 -2.7 123,684 4.2

28年１～３月 301,771 -7.4 175,292 2.0 58,639 -2.7 230,998 -5.3 26,386 -11.8

４～５月 199,416 -8.3 131,900 -4.3 43,441 -9.2 153,087 -8.2 18,539 -13.4

輸出 輸入 需要者渡量


資料：経済産業省「繊維流通統計」、財務省「貿易統計」

（注）需要者渡は、織物を取り扱う卸売業者のうち、従業員10人以上の事業所を有する企業が引渡した数量。縫製業者、縫製二次問屋等への引渡しの外に、小売商渡しや輸出船積したものも含まれる。
輸出入は、品目コード：50.07、51.11～51.13、52.08～52.12、53.09～53.11、54.07～54.08、55.12～55.16の合計。
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